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1．はじめに
　平成 25 年 6 月 5 日に安倍総理が成長戦略に関するスピーチをおこなっ
た。その中で，「女性の活躍」が「世界で勝つ」「民間活力の爆発」ととも
に成長戦略の三本柱として挙げられた 1）。このスピーチの中では，KPI(Key 
Performance Indicators，達成すべき指標）も挙げているのであるが，そこ
にはこの「女性の活躍」に関連しそうな指標は含まれていない。このような
事から，その実効性に疑問を持つ向きもあろうが，私は三本柱の一つとして
挙げたことを評価すべきであると感じる。
　改めて取り上げるまでもないが，日本は少子高齢化が進み，生産年齢人
口 2）が減少している。経済の中核を担う層が減少していく中で活力を維持す
るためにとりうる方法は，大きく分けて，外から新たに人を獲得してくる方
法と，これまであまり活用されてなかった層を開拓する方法の 2つがある。
前者の代表例は，外国人労働者を積極的に受け入れようと主張するもので，
後者の代表例は，先に安倍総理が触れた女性にもっと活躍してもらおうと主
張するものである。
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　もっとも，これまであまり活用されてなかった層，すなわち潜在的労働力
とみなされているのは，なにも女性だけではない。高齢者や若年者，障害者
などもこれに含まれよう。高齢者については，年金の支給開始年齢の引き上
げに伴い，定年延長や継続雇用が企業に求められるようになったのを契機に，
さまざまな研究成果が蓄積され，あるべき働き方に関する議論が深まってい
る。若年者についても，中高年の雇用保障のあおりを受けて若年者が職から
あぶれ，その結果，職業能力向上の機会が失われて，好況期にも就職できな
いという指摘から，若年者の雇用対策も積極的に行われるようになった 3）。
　ところが，障害者については，ちょっと趣が異なるような印象を受ける。
障害者の雇用状況は，後述の通り，実は着実に向上している。企業が障害者
を戦力とし認識し障害者の社会進出が進展しているという評価もありうる
が，女性や高齢者，若年者とは違って，障害者雇用の議論は社会保障の側面
に集中しているように思われる。社会保障の観点から，障害者の雇用義務が
過度な押し付けになれば，企業経営に大きなマイナスになるのは避けられな
い。負担としての雇用ではなく，戦力としての雇用の実現が必要であろう。
　筆者は，障害者が企業経営に資するような労働力として活用されるための
要因を探るべく，企業に対するアンケート調査をおこなった。本稿では，そ
のアンケート調査によって得られた知見を紹介し，障害者雇用に企業の教育
訓練が寄与しているのかどうかを検討する。まずは第 2節において障害者雇
用促進施策と障害者雇用の現状を簡単に説明した上で，第 3節でアンケート
調査結果を報告する。その後，第 4節において統計的分析ならびに自由記入
欄の分析を基に考察を加える。
注
 1） 安倍総理のスピーチの内容は，首相官邸のホームページに基づいている。
  http://www.kantei.go.jp/jp/96_abe/statement/2013/0605speech.html
 2） 15 歳～ 64 歳人口を指す。
 3） 一例として，若年者を対象とした就業支援機関であるジョブカフェが全国に設
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置されたことなどが挙げられる。
2．障害者雇用促進施策と障害者雇用の現状
　日本における障害者雇用促進施策と障害者雇用の状況については，熊迫
（2012）に示されているが，直近の数値を踏まえた上で，主なポイントだけ
を概説する。
　日本の障害者雇用促進施策は，主に「障害者の雇用の促進等に関する法律」
（以下，「障害者雇用促進法」とする）に基づいており，その内容は事業主に
対する措置である雇用義務制度と納付金制度，障害者本人に対する措置であ
る職業リハビリテーションの 3つが柱となっている。
　雇用義務制度とは，事業主に対して障害者雇用率に相当する人数の身体障
害者・知的障害者の雇用を義務付けるものである。なお，精神障害者は雇用
を義務付けられるには至っていないが，精神障害者を雇用している場合には
その数は障害者の雇用実績に加えられる。
　納付金制度とは，障害者の雇用に伴う事業主の経済的負担の調整を図ると
ともに，全体としての障害者の雇用水準を引き上げることを目的としたもの
である。雇用率を達成できなかった事業主には，障害者雇用納付金が課せら
れる一方で，雇用率を達成した事業主には障害者雇用調整金が支給される。
　職業リハビリテーションとは，障害者に対して職業指導，職業訓練，職業
紹介などを，ハローワークや，地域障害者職業センター，障害者就業・生活
支援センターなどが協力しておこなうものである。
　平成 24 年 6 月 1 日現在の身体障害者，知的障害者，精神障害者の雇用状
況は，以下のようになっている 1）。
　　＜民間企業＞
　　　・雇用障害者数は 38万 2,363.5 人と前年より 4.4％（16,164.5 人）増加。
　　　 ・法定雇用率1.8％に対し，実雇用率は1.69％（前年比 0.04ポイント上
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昇）。
　　　・法定雇用率達成企業の割合は 46.8％（前年比 1.5 ポイント上昇）
　　＜公的機関＞
　　　 ・国 ：雇用障害者数 7,105.0 人，法定雇用率 2.1％に対して実雇用率
2.31％
　　　 ・都道府県：雇用障害者数 7,882.0 人，法定雇用率 2.1％に対して実雇
用率 2.43％
　　　 ・市町村：雇用障害者数 2万 3,730.5 人，法定雇用率 2.1％に対して実
雇用率 2.25％
　　　 ・教育委員会：雇用障害者数 1万 2,677.5 人，法定雇用率 2.0％に対し
て実雇用率 1.88％
　この数値によれば，障害者の雇用数を見ても，実雇用率を見ても，順調に
伸びてきているように見受けられる。実際，全体での障害者の雇用数も実雇
用率も過去最高となっている。しかしながら，障害者を 1人も雇用していな
い企業（0人雇用企業）が未達成企業に占める割合は 61.1％となっており，
障害者雇用に消極的な企業が未だ相当割合存在する。障害者雇用の進展が，
雇用義務制度による経済合理性を無視した押しつけであれば，日本経済に
とってマイナスの影響があろう。実際に障害者を雇用している企業に，障害
者の働きぶりについて確認する必要がある。
注
 1） 平成 24 年 11 月 14 日付け厚生労働省プレスリリース「平成 24 年障害者雇用状
況の集計結果」による。
̶  73  ̶
障害者雇用と教育訓練（熊迫）
3．調査結果
　障害者を雇用している企業に対し，障害者に担当してもらっている仕事の
質や，その仕事の成果，社内外での教育訓練の実施の有無についてアンケー
ト調査を実施した 1）。
○調査の概要
　調査対象は，障害者を相当数雇用している企業に状況を確認したいという
意図から，障害者雇用率ランキング 100 位迄の企業 104 社と，厚生労働省の
障害者雇用優良企業認証制度認証企業 62 社のうち，重複企業を除いた 160
社とした。障害者雇用率ランキングは東洋経済新報社が東洋経済オンライン
において発表したもので，障害者雇用率は『CSR企業総覧』2012 年版に基
づいている。厚生労働省の障害者雇用優良企業認証制度とは，障害者の雇用
について特に優れた取り組みと積極的な社会貢献を行う企業を認証するもの
である。この認証制度は，平成21年3月より数ヶ月ごとに更新されていたが，
平成 22 年 3 月 31 日以降は，更新されていない。
　調査方法は，郵送によりアンケート調査票を送付し，返答は FAXによっ
て受け付ける方式をとった。なお，実施時期は平成 25 年 3 月である。
　回答数は 25 通であったことから，有効回答率は 15.6％になっている。
○回答企業
　回答企業の従業員数を図 1に，業種を図 2に，企業区分を図 3に，雇用し
ている障害者種別毎の企業数を図 4にそれぞれ示す。従業員数については，
回答企業はその四分の三は 500 人未満であり，中小企業が主となっている。
業種はサービス業が半数弱を占め，次いで製造業，商業の順になっている。
企業形態に関しては，一般の企業が大半を占めている。ここで一般の企業と
は，特例子会社でも第三セクターでもない企業を指している。なお，特例子
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会社とは，障害者の雇用に特別の配慮をするという子会社で，障害者雇用率
の算定にあたっては，特例子会社を親会社と合算して実雇用率が算出できる
というものである。雇用されている障害者の種別について見ると，知的障害
者を雇用している企業が最も多く，次いで，肢体障害，精神障害という順に
なっている。
図 1　回答企業の従業員数
図 2　回答企業の業種
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○障害者が担当している仕事
　図 5は，障害者が担当している仕事に関する結果を示したものである。健
常者とは異質な仕事を担当させていると回答した企業の割合は，聴覚障害の
場合は 0％，視覚障害，肢体障害，内臓障害，精神障害の場合で 10％前後，
知的障害の場合で 20％であった。
　障害者が担当している仕事が，健常者と同じか，それよりも難しい（熟練
図 3　回答企業の企業区分
図 4　雇用している障害者種別毎の企業数
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度が高い）と回答した企業の割合は，視覚障害，聴覚障害，肢体障害，内
臓障害の場合には 70％以上となっているのに対して，知的障害においては，
そのように回答した企業が 30％強，精神障害においては 50％弱にとどまっ
ている。
○障害者の働きぶりに対する評価
　図 6は，障害者の働きぶりに対する評価について示したものである。賃金
並みの価値は生み出せておらず，政府の報奨金等を考慮しても採算が合わな
いと回答した企業が，障害の種別を問わず，10％から 20％強の割合で存在
する。一方，賃金並み，もしくはそれ以上の価値を生み出していると回答
した企業の割合は，視覚障害，聴覚障害，肢体障害，内臓障害においては
70％以上，知的障害においては 50％，精神障害においては 60％強となって
いる。これに報奨金等を考慮すると採算が合うと回答している企業を含める
と，知的障害や精神障害であっても，8割程度にまで達する。すなわち，現
行の報奨金等の支給により，障害者種別にかかわらず，回答企業の多くが採
算がとれているということである。
図 5　障害者が担当している仕事
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○障害者の仕事の成果を高めるための教育訓練
　図 7と図 8は，障害者の仕事の成果を高めるための社内教育訓練と，社外
教育訓練のそれぞれの実施状況を示したものである。
　社内での教育訓練については，障害種別にかかわらず，概ね 30％から
40％の企業が不定期であっても実施していないと回答しており，社外での教
育訓練に至っては，こちらも障害種別にかかわらず，概ね 60％から 70％の
企業が不定期であっても実施していないと回答している。
　なお，ここで注意しなければならないのは，この調査の対象企業は障害者
の雇用率が高い 2）という意味で障害者雇用に積極的な企業だという点であ
る。障害者雇用に積極的な企業であっても，障害者の仕事の成果を高めるた
めの教育訓練の実施については積極的とは言えないようである。
図 6　障害者の働きぶりに対する評価
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図 7　障害者の仕事の成果を高めるための社内教育訓練
図 8　障害者の仕事の成果を高めるための社外教育訓練
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注
 1） この調査は，筆者が個人研究費によって実施したものである。
 2） 対象企業のうち，障害者雇用優良企業認証制度認証企業については，雇用率の
高さによるランキングに基づくものではないが，実質的には雇用率の高い企業
が認証されている。
4．考察
　回答企業数が少ない等の問題はあるが，今回の調査結果をもとに若干の統
計的分析を試みる。また，自由記入欄に書かれた内容を基に，若干の考察も
加える。
○統計的分析
　教育訓練の実施状況と障害者の働きぶりの評価の間に関連があるのであろ
うか。教育訓練を実施することによって，障害者の生産性が向上するとすれ
ば，教育訓練を定期的に実施している企業ほど，障害者の働きぶりが高くな
ると考えられる。
　使用変数は以下のように設定した。
　　・社内教育訓練の実施状況・・・tra_a
  1：実施していない，2：不定期に実施，3：定期的に実施
　　・社外教育訓練の実施状況・・・tra_b
  1：実施していない，2：不定期に実施，3：定期的に実施
　　・障害者の働きぶりの評価・・・val
  1：賃金未満，2：賃金並み，3：賃金以上
　社内教育訓練の実施状況（tra_a）や，社外教育訓練の実施状況（tra_b）は，
3段階の選択肢で，数値が高いほど教育訓練を実施していることを意味する
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変数である。障害者の働きぶりの評価（val）は，3段階の選択肢で，数値が
高いほど評価が高いことを意味する変数であることから，教育訓練と働きぶ
りの評価が先のような関係であれば，両変数には有意な差が無いことが期待
される。そこで，ウィルコクソンの符号順位検定により，tra_aと val，なら
びに tra_bと valの間に差があるかどうかを障害種別毎に確認した。結果は
表 1に示す。
　　　※ 2変数に差が無いという帰無仮説に対して
　　　　　＊＊：有意水準 5％で棄却　　　＊：有意水準 10％で棄却
　社内教育訓練の実施状況と障害者の働きぶりの評価間では，知的障害以外
は有意な差は見られない。知的障害については，社内教育訓練の実施状況が，
障害者の仕事ぶりの評価よりも高くなっている。これは，社内教育訓練を実
施しても，障害者の仕事ぶりの評価につながっていない事を表している。な
お，知的障害以外では，社内教育を行なっている企業ほど障害者の働きぶり
の評価が高いことを反映していると考えられる 1）。
　社外教育訓練の実施状況と障害者の働きぶりの評価間では，聴覚障害，肢
表 1　教育訓練の実施状況と障害者の働きぶりの評価間の差の検定
̶  81  ̶
障害者雇用と教育訓練（熊迫）
体障害，知的障害，精神障害において，有意な差が見られた。いずれの障害
種別でも，障害者の働きぶりの評価の方が高くなっている。これは，社外教
育訓練を実施していなくとも，働きぶりの評価が相対的に高くなっているこ
とを表している。
○自由記入欄の分析
　ここでは，アンケートの自由記入欄に書かれたコメント内容を基に考察を
加える。
　　　　A社のコメント
　　　　 ・障害の有無にかかわらず家庭環境（つまり育った環境）が大いに
関係する。
　　　　 ・親の不憫さで甘やかされて育っていることが多く，最初に社会性
を教える必要がある。
　　　　B社のコメント
　　　　 ・馴染めない者が 2名（重度知的障害者と自閉症）いる。
　　　　 ・課題は個人個人によって全く異なる。
　　　　・生活相談員 2）のスキルアップが重要である。
　A社と B社のコメントから，障害者の個人差がかなり大きく，それへの
対応に苦慮している企業の姿が垣間見える。障害者の中には，生活面からの
サポートから始めければならないことがあり，担当者にはきめ細やかな対応
が求められる。また，細やかな対応をとったとしても，その企業の職場環境
に適応できないケースも，相当起こりうるだろう。労使双方にとって，職場
環境への適応可能性を，容易に試せる体制を作ることが望ましい。実際，複
数の企業が，トライアル雇用の充実を要望事項として挙げている。
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　　　　C社のコメント
　　　　 ・加齢により仕事の能率が落ちてきた場合に，施設による受け入れ
が出来るようにしてほしい。
　C社のコメントは，健常者のようには，他の業務への対応が容易ではない
ことを反映している。雇用し始めた後，順調に働くことが出来ていたとしても，
加齢によって，当初の業務の担当が難しくなった時にどうすべきか。長期的
な雇用保障の難しさも，障害者の活用にあたり考慮すべき点だと思われる。
　　　　D社のコメント
　　　　 ・PCスキルさえあれば，在宅勤務が出来るので，教育機関（支援
学校）では，そのようなキャリア教育に注力してほしい。
　これについては，需要側のニーズを供給側にいかに伝達するかという問題
であり，障害者種別毎に，需要側と供給側の情報共有のあり方を検討する必
要があるだろう。
注
 1） 2 変数に差がないという帰無仮説が棄却されなかったということを，2変数に
差がないと積極的に解釈することには批判もありうる。
 2） 障害者職業生活相談員の事を指していると思われる。障害者を 5人以上雇用す
る事業所では，障害者の職業生活全般にわたる相談・指導を行う障害者職業生
活相談員を選任することになっている。
5．むすびにかえて
　本稿でおこなったアンケート調査は，回答企業数が少なく，確定的な事が
言えるほどの情報量は確保できていない。今後，さらに情報収集を続ける必
要があるが，ひとまず，ここで仮説的に導き出された点を整理しておく。
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　 ・企業内で与えられる仕事の質，ならびに働きぶりの評価に関して，障害
者種別でみると 2グループに分けられそうである。視覚障害，聴覚障害，
肢体障害，内臓障害のグループと，知的障害，精神障害のグループである。
前者は健常者と同等以上の仕事で，働きぶりも賃金並み以上とみなしてい
る企業が多い。後者は，仕事の質，働きぶりの評価ともに低くみられている。
　 ・教育訓練の実施が働きぶりの評価の向上につながるかという点では，社
内教育訓練は，知的障害を除いて，働きぶりの評価の向上につながってい
る可能性がある。知的障害においては，社内教育訓練を実施していても，
評価の向上につながっていないようである。社外教育訓練については，視
覚障害と内臓障害を除き，評価の向上よりも社外教育訓練の実施のポイン
トが低かった。つまり，社外教育訓練自体が，あまり影響していないよう
に見える。
　 ・障害者の個人差はかなり大きく，生活面を含めた対応が求められること
も多い。企業にとっては，障害者の雇用にあたってかなりの負担が発生す
るが，職場環境に適応できなければ定着しない。そのため，労使双方にとっ
て，トライアル雇用の拡充が望ましい。
　 ・障害者は健常者ほど新規の業務への転換が容易ではないことから，長期
雇用を担保することが難しい側面がある。障害者の雇用保障を企業に頼る
のではなく，何らかの社会的取り組みが必要になるかもしれない。
　 ・需要側のニーズが供給側，すなわち障害者本人や教育機関に伝わってい
ない部分がある。需要側と供給側との情報共有の仕組みを検討する必要が
あるが，これは，障害者種別に応じて考えるべき内容であろう。
　障害者の職業能力向上が進めば，障害者も企業内で業績向上に寄与する人
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材と認知され，押し付けではない雇用につながる。そのため，障害者に対す
る教育訓練の重要性は高いと思われるのだが，障害種別によってかなり事情
が異なることが明らかになった。特に知的障害は，企業内教育訓練が働きぶ
りの評価の向上に結び付いていない。現状では，知的障害者の職業能力向上
に資するような教育訓練の実現には苦戦しており，企業も教育訓練の実施に
消極的なようである。障害の種別に応じた職業能力向上のための施策の更な
る充実が求められよう。
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